














































































(, 		(), 京 (), および, 原田 () の４つ
の研究である｡ 前三者の研究に共通しているのは以下のような議論であ








指摘されている｡ 原田 () の議論は, 政治家の関与ではなく, 組織




















が高く, 政策の複雑性が低い政策領域 (表１左上) は, ｢公聴会
イシュー・セイリアンスの測定 (京) ()
































が高く, 政策の複雑性も高い政策領域 (表１右上) は, ｢手術室
(	

) 政治｣ と呼ばれる｡ 市民団体は関心をもつものの,
その影響力は政策の複雑性によって弱められる, 政治家の役割もほとん
どが純粋に手続き的なことに限られる｡ 具体的には, 原子力規制や各種の
環境規制, 医薬品規制などが想定されている｡ この領域においては, 専門
規範を行動原理とする幹部官僚が支配的なアクターとなる (表２右上)｡
が低く, 政策の複雑性も低い政策領域 (表１左下) は, ｢ストリー
トレベル () の政治｣ である｡ 政治家や市民団体が関心を
もたず, メディアも注目しない｡ この類型の政策領域に参加する主たる
アクターは, ストリートレベル官僚と被規制企業であり, 具体的な政策





























一時的に ｢公聴会政治｣ に近付いたことを示したのが, 



















































































(２) ここでは, ｢継続的でかつ形式的な規則を有している実体的な組織｣ (森

：) であるか否かに関わらない人々の集まりを想定しているため,













を左右するのが, 利益集団が ｢火災報知器｣ 型監視 (	


) を行って政治家への ｢通報｣ となるロビイングを行う
誘因をもつか否かである｡ 利益集団がロビイングの誘因をもつ場合には,
エージェンシー・スラックは小さく, 相対的に政治家の政策選好が政策
帰結に反映されやすい (表４左上)｡ 逆に, 利益集団がロビイングの誘
因をもたない場合には, エージェンシー・スラックが大きく, 相対的に
政治家の政策選好と政策帰結の間の乖離は大きくなりやすい (表４右上)｡
他方, が低い場合には, 政治家は予め政策選好をもたず, 基本的
には官僚制に政策形成を委任する｡ 利益集団がロビイングの誘因をもつ
場合, すなわち, 政治家に提供する利益等, ロビイングにかかるコスト
をかけてでも, その政策に関心をもたない政治家を政策形成過程に介入
させて自己の望む政策を実現させる誘因をもつ場合には, 官僚はそういっ





２. １. ４ 原田 () の類型
























), 形成される制度の公式性 (		), およ




















































































なければ, 政策形成過程は変化しない｡ このように考えれば, 政策形成
過程に影響を与えうるを測定するという目的に照らして, 世論調査
データが必ずしも最適なデータであるとはいえず, 政治的エリートの認















































述に対する相対的な頻度) を測定した｡ 彼らは, 他の測定方法によって











(７) ' (# (

















































*	) の数 (総数, および, 既存の法を参照しているものを除
いた数) によって測定する研究もある (	
)｡ また, 日本













































いては有料データベース (以下, ) が整備されており
()
, 本稿ではそ
れらを利用する｡ ただし, ｢日経テレコン｣ における 『日本経済新聞』
記事の収録が !年以降, ｢聞蔵Ⅱビジュアル｣ ( 『朝日新聞』), ｢ヨミ





$年以降, および, ｢雑誌記事索引集成データベース 『ざっさくプラ





































以上に示した通り, 以下では, 新聞記事 (４大紙の), 雑誌記事


















































３. ３. １ 新聞記事
まず, 新聞記事によってを量的に測定することを試みる｡ 図
２は４大紙ののそれぞれにおいて, 少年法の政策領域に特に関係す





















() 検索対象は ｢見出し｣ および ｢本文｣ 等 (キーワードで検索できる場合
はそれも含む) である｡ 各紙, ｢東京本紙朝刊｣ ( 『朝日新聞』 の場合) に
概ね該当するもののみを検索対象とした｡ なお, 読売新聞は検索範囲にお





















() たとえば, 『朝日新聞』 における～	年の
ケースについて, ｢少
年法｣ と ｢少年犯罪｣ の検索ヒット件数を変数とした相関係数は	であ
高い相関係数を示しており, それらが同じ年にどの新聞においても話題
に上っていた傾向があることがわかる｡ 『日本経済新聞』 における ｢少
年非行｣ の相関係数が低く, 統計学的にも有意でないのは, 他紙の
のデータが整備されていない
()
年代前半において, ｢少年法｣ や ｢少

















朝日 読売 毎日 朝日 読売 毎日
朝日 1.00 朝日 1.00
読売 0.97** 1.00 読売 0.95** 1.00
毎日 0.96** 0.94** 1.00 毎日 0.92** 0.98** 1.00
日経 0.98** 0.95** 0.97** 日経 0.85** 0.87** 0.89**
｢少年事件｣ ｢少年非行｣
朝日 読売 毎日 朝日 読売 毎日
朝日 1.00 朝日 1.00
読売 0.92** 1.00 読売 0.89** 1.00
毎日 0.90** 0.96** 1.00 毎日 0.81** 0.89** 1.00







ため, 後に行う分析には, ｢少年非行｣ を除く３つの語によって検索し
ているものもある｡
３. ３. ２ 雑誌記事



















少年法 1.00 少年法 1.00
少年犯罪 0.94** 1.00 少年犯罪 0.95** 1.00
少年事件 0.92** 0.97** 1.00 少年事件 0.91** 0.98** 1.00










少年法 1.00 少年法 1.00
少年犯罪 0.91** 1.00 少年犯罪 0.77** 1.00
少年事件 0.95** 0.95** 1.00 少年事件 0.91** 0.83** 1.00














３. ３. ３ の上昇・下降の要因
以上, メディアによるイシューへの注目度をの指標とした測定を
行った｡ ここで, 新聞記事件数をの測定指標とした場合に, の上
昇および下降が何によってもたらされているのかを, データをもって確












少年法 少年犯罪 少年事件 少年非行















少年法 1.00 少年法 1.00
少年犯罪 0.91** 1.00 少年犯罪 0.66** 1.00
少年事件 0.65** 0.59** 1.00 少年事件 0.68** 0.73** 1.00
少年非行 0.41** 0.58** 0.49** 少年非行 0.48** 0.41** 0.55**
**p<0.01
出典：筆者作成
























ては, 政治や行政の動きを報道する記事分類である ｢政治・行政｣ の増






なお, 年の	の高まりに対しては, ｢政治・行政｣ の増加ととも







鶴岡一人が, ｢まあ, 高校野球が盛んなうちは大丈夫や｡ それに, ボー









３. ３. ４ 国会議事録











記事と似通っていることが分かる｡ また, 表は, それぞれの語に
ついての検索結果について, 検索語間の相関係数を求めた結果である｡
『日本経済新聞』 のや ｢ざっさく｣ における検索結果と同様に, 
年代半ばに ｢少年非行｣ の検索ヒット件数が高まっているが, その他の
語についてはほとんど高まっていないことが, 図５からは分かる｡ また,
｢少年非行｣ と他の語との相関係数は相対的に低い｡ ここからも, 当該















少年事件 0.83** 0.75** 1.00





















これらの図表から分かることは, ｢少年法｣, ｢少年犯罪｣, および,
｢少年事件｣ については, 法務委関係の委員会とそれ以外の委員会等と
でそれほど大きな違いはみられないということである｡ 他方, ｢少年非










少年法 少年犯罪 少年事件 少年非行




ことも, その傾向の違いを示している｡ ここから, 当該時期の ｢少年非
行｣ は, ｢少年法｣ を審議する法務委関係所属の議員が発言していたわ
けではなく, 主としてそれ以外の委員会等において言及されており,
｢少年法｣ のあり方をめぐる議論とは関係していなかったことが分かる｡
３. ３. ５ 間の比較
ここまで, 新聞・雑誌・国会議事録の３種類のデータによっての
測定を試みてきたが, これら３種類のデータがどのような関係にあるの












新聞 雑誌 新聞 雑誌
新聞 1.00 新聞 1.00
雑誌 0.89** 1.00 雑誌 0.74** 1.00
国会 0.84** 0.65** 国会 0.97** 0.68**
｢少年事件｣ ｢少年非行｣
新聞 雑誌 新聞 雑誌
新聞 1.00 新聞 1.00
雑誌 0.57** 1.00 雑誌 0.01 1.00


















小さく, ｢少年非行｣ については統計学的に有意でもない｡ 新聞記事
の検索ヒット件数は, 明らかに法務委関係の検索ヒット件数よりも法務
委員会以外の検索ヒット件数と強く相関していることが分かる｡ ここか







少年法 少年犯罪 少年事件 少年非行
法務委関係 0.72** 0.86** 0.76** 0.31





























































本稿で扱っている ｢少年法｣ や ｢少年事件｣ のような語の場合, 検索頻
度が高まっていれば社会問題として認識されている可能性は高いかもし












































図は, 図９のデータを年別に集計し直したものであり, 表は, その
相関係数である｡ ｢少年法｣ については, 両間の相関関係がかなり
中京法学巻２号 (年) ()





れば, かなり似通った傾向を示すことが明らかになった｡ ｢少年事件｣ に
ついては年単位に集計してもなお統計学的に有意ではない｡ 新聞におい





















































がら, 	においては, ほとんどの期間において ｢著作








() 少年法は ｢少年法 少年犯罪 少年事件｣ という検索語, 著作権法

















など (有馬 ), 筆者のような研究者が１人で個別の政策形成過程分
析を行う際に用いるには敷居が高い｡ そこで, 本稿では, ｢	
 ｣







えることを試みる｡ ｢ ｣ は日本語のテキスト型データを計量
的に分析する ｢計量テキスト分析｣ を可能にするソフトウェアである｡








































また, 年は, 上位に上がっている人名から, その人物が少年事件の
中京法学巻２号 (年) ()
表16 『読売新聞』 DB検索ヒット記事における特徴的な語
～1996 1997 1998 1999
昭和 .162 神戸 .270 ナイフ .140 賠償 .077




.200 問題 .123 損害 .067
処分 .112 淳 .176 使う .120 加害少年 .061




2000 2001 2002 2003
改正案 .181 改正少年法 .124 ホームレス .112 長崎 .217
少年法 .175 四月 .106 東村山 .109 補導 .115
国会 .169 施行 .090 メルトダウン .087 男児 .108
少年犯罪 .167 担当 .077 四月 .083 駿 .108
問題 .164 昨年 .073 致死 .077 十四歳 .106
2004 2005 2006 2007
佐世保 .174 教職員 .090 高専 .135 強制 .109
長崎 .140 ４月 .087 周南 .128 草薙 .105
小六 .135 ６月 .079 山口 .108 厚子 .100
女児 .130 寝屋川 .078 学生 .103 14歳 .097
加害 .126 12月 .070 殺害事件 .090 引用 .093
2008 2009～
傍聴 .145 裁判員 .207
５月 .097 18歳 .177
表 .093 地裁 .154
18歳 .081 判決 .150















シフトしており, 年にも５位に ｢答申｣ という語が入っていることか
ら, その傾向がみられる｡
表は, 『読売新聞』 検索ヒット記事について, その掲載年と記
事の内容をクロス集計したものである｡ 記事の内容については, 以下の
５つの事柄について言及しているかどうかをみることとした｡ すなわち,
｢治安の悪化｣, ｢少年犯罪の悪化｣, ｢被害者｣ の権利等, 少年法の適用
年齢等の ｢年齢問題｣, および, ｢少年法改正｣ や少年審判制度の見直し,






については, ｢治安｣ ｢犯罪｣ といった語と ｢悪化｣ ｢崩壊｣ 等の意をもつ
語が	語以内にある場合にカウントする｡ ｢少年犯罪の悪化｣ については,
｢少年犯罪｣ ｢少年事件｣ といった語と ｢増加｣ ｢凶悪化｣ 等の意をもつ語
が	語以内にある場合にカウントする｡ ｢被害者｣ については, ｢被害者｣
と ｢権利｣ ｢保護｣ 等の意をもつ語が	語以内にある場合にカウントする｡
｢年齢問題｣ については, ｢年齢｣ や ｢
歳｣ ｢歳｣ といった具体的な年齢
と ｢引き下げる｣ ｢見直す｣ 等の意をもつ語が	語以内にある場合にカウ
中京法学巻２号 (年) ()
表17 『朝日新聞』 DB検索ヒット記事における特徴的な語
～1996 1997 1998 1999




判決 .123 須磨 .235 議会 .137 センター .075
被告 .123 淳 .202 検討 .126 四月 .073
弁護士 .121 殺害事件 .199 法務省 .126 一月 .070
刑事 .120 土師 .181 少年審判 .125 答申 .069
2000 2001 2002 2003
少年犯罪 .227 改正少年法 .120 ４月 .090 長崎 .189
声 .221 ４月 .087 路上 .072 誘拐 .127
思う .210 少年犯罪 .081 １６歳 .068 幼稚園 .120
考える .207 施行 .081 傷害 .060 14歳 .106
問題 .200 世紀 .075 暴行 .059 園児 .095
2004 2005 2006 2007
佐世保 .127 寝屋川 .087 手配 .118 引用 .096
長崎 .113 教職員 .073 高専 .116 捜索 .092
処遇 .094 10月 .068 指名 .094 放火 .092




加害者 .089 考慮 .066 山口 .085 14歳 .091
2008 2009～
傍聴 .113 裁判員 .162
可否 .077 18歳 .150
撮影 .076 課 .141
座る .076 判決 .139
裁判員 .074 被告 .136
出典：筆者作成







｢少年犯罪の悪化｣ 言説は, やはりというべきか, 神戸事件の発生した
年以降に増えていることがみてとれる｡ 対して, 少年事件に限らな













～1996 5.9% 10.0% 13.5% 5.2% 19.3% 290
1997 9.6% 17.6% 14.4% 9.0% 26.8% 313
1998 4.6% 26.2% 18.6% 10.7% 26.4% 413
1999 1.8% 19.2% 24.0% 7.8% 20.4% 167
2000 6.1% 24.9% 17.3% 12.7% 20.9% 724
2001 4.4% 20.5% 14.4% 3.5% 6.1% 229
2002 5.4% 15.4% 25.5% 11.4% 17.5% 149
2003 14.2% 22.6% 19.0% 11.0% 11.6% 310
2004 8.2% 17.4% 22.8% 7.8% 10.5% 219
2005 9.0% 16.8% 14.7% 3.2% 5.3% 190
2006 6.0% 10.7% 19.1% 4.2% 9.5% 168
2007 2.9% 11.5% 13.7% 9.4% 15.1% 139
2008 1.0% 10.2% 24.5% 8.2% 24.5% 98
2009～ 1.6% 5.2% 22.9% 7.7% 15.2% 310
合計 6.2% 18.1% 18.3% 8.8% 17.5% 3719
カイ２乗値 71.8** 108.8** 33.1** 44.6** 116.3**
**p<0.01
出典：筆者作成
する論議が行われていた時期には, 主として ｢少年犯罪の悪化｣ という
文脈で少年法や少年事件が議論されていたが, 年の少年法改正が議
論されていた年頃の時期には, それに加えて ｢治安の悪化｣ という




表は, 表と同様の分析を 『朝日新聞』 検索ヒット記事につい
て行った結果である｡ ｢少年犯罪の悪化｣ 言説は年から増加し, ,
, ～年に高い水準をとるなど, 『読売新聞』 と同様の傾向が
みられる｡ ｢治安の悪化｣ については, ピークが年という点で 『読
売新聞』 よりも１年遅い｡
両紙のデータについて, カイ２乗検定を用いながら比較してみよう｡
｢少年法改正｣ については, , , および
年が１％水準で有
意に 『朝日新聞』 の方が多く触れており, 年と年は５％水準で







また, 犯罪の状況を示す ｢治安の悪化｣ については, 年について
は５％水準で有意に 『朝日新聞』 の方が, 年について１％水準で逆
に 『読売新聞』 の方が多く言及しているが, いずれも実質的に大きな差









ただし, ここで注意しなければならないのは, ｢少年犯罪｣ 等との語




ことである｡ それゆえ, 同じような頻度で ｢少年犯罪の悪化｣ に言及し
ていても, 新聞によって論調が真逆である可能性は否定できない｡
そこで, 世間の注目を集める少年犯罪が続発して少年法改正が行われ












～1996 4.7% 8.4% 11.8% 1.6% 17.4% 322
1997 7.3% 12.0% 10.9% 5.2% 29.7% 192
1998 2.0% 20.8% 18.0% 14.3% 36.4% 294
1999 6.0% 14.8% 16.1% 6.7% 26.9% 149
2000 4.5% 21.0% 15.6% 14.3% 28.4% 763
2001 3.6% 19.7% 12.6% 5.4% 7.6% 223
2002 1.7% 13.5% 17.7% 9.2% 16.8% 119
2003 6.6% 18.0% 18.9% 9.2% 16.2% 228
2004 10.3% 17.3% 30.3% 6.5% 15.1% 185
2005 4.6% 11.2% 16.5% 2.6% 14.5% 152
2006 8.7% 13.4% 20.5% 3.2% 2.4% 127
2007 3.0% 10.4% 15.6% 13.3% 17.0% 135
2008 0.0% 10.8% 25.8% 9.7% 12.9% 93
2009～ 1.8% 5.2% 19.2% 4.3% 11.3% 329
合計 4.5% 15.1% 17.0% 8.5% 20.4% 3311
カイ２乗値 43.2** 77.8** 46.9** 96.1** 171.2**
**p<0.01
出典：筆者作成






















年犯罪の状況に対する認識については, 『読売新聞』 と 『朝日新聞』 に
おいてほとんど差がないことが明らかとなった｡ この分析結果は, 両紙
の社説にみられる	年の少年法改正法案に対する立場の違いからみれ













) 具体的には以下のような論調である｡ ｢私たちも, 少年法や刑法の根幹に
かかわる年齢の引き下げには, 十分に慎重でなければならないと考える｣
( 『朝日新聞』 年３月	日), ｢ 『少年に厳罰を』 という合唱の底には,
大人自身の不安や憤まんを一部の子供に向けているような危うさを感じる｣













ら, 世論は ｢少年犯罪の悪化｣ を事実として認識しており, ｢少年法｣
イシュー・セイリアンスの測定 (京)()
となく, 国民的基盤に裏打ちされた少年法制を築くことが大切だ｣ ( 『朝日
新聞』 年月４日), ｢ 『少年を厳しく罰すれば威嚇効果が生まれ, 犯
罪は減るはずだ』 といった単純な発想では, 到底解決されない｣ ( 『朝日
新聞』 年月日)｡





理念にかかわる問題であり, 賛否が鋭く対立している｡ まず, 緊急課題で
ある事実認定の適正化のための改正を実現させ, その上で各方面の意見を
聞きながら, 時間をかけて慎重に社会的な合意を目指すべきだろう｣ ( 『読
売新聞』 年月日), ｢処罰年齢の問題は賛否が分かれ, 社会的合意
ができているとは言えない｣ ( 『読売新聞』 年月日) と論じてい
る｡ しかし, 年６月の総選挙前には ｢刑事責任年齢も含め, 積極的な
議論を期待したい｣ ( 『読売新聞』 年６月日) と書いており, 総選
挙後の９月には, ｢最近の事件に象徴されるように, 少年犯罪は低年齢化,
凶悪化, 集団化, 普通の少年のいきなり型非行, 動機のあいまいさなどの
傾向を強めている｡ … (中略) …こうした現状からみて, 刑事処分の適用
年齢の引き下げはやむを得ない｣ ( 『読売新聞』 年９月日) として
いる｡ ｢積極的な議論｣ が行われた結果, 刑事罰年齢を引き下げるべきと
いう ｢社会的合意｣ ができたと解釈する余地はあるかもしれないが, ｢刑
事処分の適用年齢の引き下げはやむを得ない｣ と結論付けた根拠としてそ
ういった事情はあげられていない｡
() ｢『低年齢化』 をもたらしているのは, 万引きや車両盗など比較的軽微
な財産犯の増加であって, 凶悪, 粗暴犯の多くは
歳以上が占める｡ 統計
から読みとれる客観的な事実を見過ごしてはならない｣ ( 『朝日新聞』 
年５月日)｡
等を扱う記事の中でそういった内容をもつ記事の割合が増えるというこ




において ｢治安の悪化｣ や ｢少年犯罪の悪化｣ といったことが言及され
ていたのかを, 表に示す, 『読売新聞』 における記事種類 (図４と同
じ分類) と記事内容のクロス集計から確認する｡












事件報道 3.8% 5.6% 24.4% 4.4% 12.5% 1187
政治・行政 5.5% 14.2% 18.4% 23.3% 38.9% 506
特集・連載 11.7% 23.8% 23.8% 8.4% 17.8% 298
読者投稿 4.1% 28.0% 10.1% 9.7% 18.7% 268
解説 9.2% 20.0% 20.8% 16.0% 20.4% 250
書評等 0.5% 17.2% 5.4% 0.5% 5.0% 221
識者コメント 7.5% 19.7% 17.3% 9.3% 27.8% 173
コラム 8.9% 23.4% 15.8% 4.4% 12.0% 158
社説 16.8% 26.7% 22.8% 17.8% 26.7% 101
調査データ 23.5% 36.8% 4.4% 7.4% 13.2% 68
外国 16.3% 22.5% 0.0% 10.2% 2.0% 49
警察 7.7% 33.3% 5.1% 0.0% 0.0% 39
被害者活動 0.0% 6.7% 76.7% 0.0% 20.0% 30
その他 4.3% 22.6% 7.8% 3.5% 8.4% 371
合計 6.2% 16.3% 18.3% 8.8% 17.5% 3719




らそのような内容の記述を行っている｡ また, ｢調査データ｣ においては,
｢少年犯罪の悪化｣ についてもきわめて多く言及されている (合計％
に対して％)｡ こうした記述を受けてか, ｢治安の悪化｣ については
｢社説｣ でも言及され, ｢少年犯罪の悪化｣ については ｢社説｣ や ｢読者
投稿｣ で他の記事種類に属するものよりも多く言及される傾向がある｡
｢年齢問題｣ と ｢少年法改正｣ については, 当たり前ではあるが ｢政治・
行政｣ の動きを報じる記事において多く言及されている｡ それらは ｢社
説｣ においても多く言及されているが, この点についてはそのように注
目されているから ｢政治・行政｣ が動いたのか, ｢政治・行政｣ の動き
を反映したにすぎないのかは, このデータだけでは判断することができ
ない｡
３. ４. ２ 国会議事録
表は, 国会議事録	
の年～年のデータ ( 『読売新聞』 	












まず, 法務委関係以外における ｢被害者｣ を除く事柄については, そ
れぞれのカイ２乗値から, 各年の差が統計学的に有意なものであること
イシュー・セイリアンスの測定 (京)()


















































































































































































































































































































































法務委関係においては, ｢少年犯罪の悪化｣ よりは ｢治安の悪化｣ と
いう文脈で少年事件が捉えられているという傾向がみられる｡ ,
, , および, 年においては, ｢少年法｣ 等に言及した発言
があった委員会のうち４割以上が ｢治安の悪化｣ に言及しており, その
うち年と年については, 法務委関係の方が法務委関係以外より
も統計学的に有意 (１％水準) に ｢治安の悪化｣ に言及する割合が多い｡
長崎と佐世保の事件が発生した	～年頃については, 法務委関係
よりは法務委関係以外において早い時期に ｢治安の悪化｣ や ｢少年犯罪












また, ｢被害者｣ の権利についての言及は, 法務委において神戸事件
イシュー・セイリアンスの測定 (京)()












に有意な差がある (５％水準) といえるのは, 年と年であり,
いずれも参議院における言及割合が衆議院におけるそれを上回っている｡
｢少年犯罪の悪化｣ については, 両院において年に言及される割
合が大きく増加し, 参議院では年に ｢少年法｣ 等に言及があった委
員会の約６割で触れられている｡ 少年法改正案が議論されていた年
にも５割を超え, これは衆議院に比べて統計学的に有意に多いといえる
(５％水準)｡ ｢少年犯罪の悪化｣ は, 衆議院よりも参議院において少年
法を語るときに言及される傾向にあることが分かったが, その理由につ











































































































































































































































































































































明らかにした｡ すなわち, の高低により, 政策形成過程に参加する
アクターや政策が争われるアリーナが変化し, その結果として政策帰結
も変化しうる｡ それゆえ, それを測定・操作化する方法が明らかになる

























































とが明らかになった｡ いわば, ｢ ｣ によって, 	
の ｢中身｣
をより客観的に把握することが可能になったのである｡











































分析としては, 著作権法の政策形成過程を分析した京 (), 食品安




















() および( ) がある｡
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